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表１　東京都の救急出動の状況別の件数
年 火災事故 交通事故 急病事故 総　数
1957 852（2.5％） 11,511（34.4％） 10,473（31.3％） 33,478
1958 970（2.2％） 16,651（37.7％） 13,028（29.5％） 44,120
1959 1,567（2.9％） 20,643（37.6％） 16,772（30.5％） 54,968
1960 1,954（2.8％） 26,062（37.1％） 22,272（31.7％） 70,206
1961 1,513（1.9％） 26,374（32.8％） 29,443（36.6％） 80,486
1962 1,743（2.0％） 24,584（28.1％） 36,219（41.4％） 87,432
1963 2,507（2.4％）＊ 29,426（28.7％） 45,744（44.6％） 102,660
1964 2,828（2.4％） 32,337（27.4％） 55,871（47.4％） 117,948
1965 1,984（1.6％）＊ 29,956（24.6％） 58,970（48.4％） 121,865
1966 1,986（1.5％） 33,396（25.5％） 61,210（46.7％） 131,160
1967 2,081（1.5％） 35,869（25.1％） 67,407（47.2％） 142,710
1968 2,236（1.4％） 40,259（25.5％） 75,667（47.9％） 157,832
1969 2,381（1.3％） 47,081（26.3％） 86,605（48.4％） 178,828
1970 2,593（1.4％） 45,839（23.9％） 98,956（51.6％） 191,890
1971 2,364（1.4％） 45,406（21.8％） 112,275（53.9％） 208,155
1972 2,240（1.0％） 41,955（19.5％） 120,041（55.7％） 215,621
1973 2,560（1.1％） 41,334（17.2％） 138,584（57.6％） 240,419
1974 1,084（0.0％）＊ 36,653（14.8％） 139,690（56.4％） 247,559
1975 1,110（0.0％） 37,972（15.0％） 141,450（55.8％） 253,476
1976 1,079（0.0％） 38,398（15.6％） 134,836（54.7％） 246,682
1977 2,591（0.1％）＊ 40,853（16.0％） 137,346（53.9％） 254,709
1978 2,485（0.1％） 42,555（16.6％） 136,027（53.2％） 255,853
1979 2,223（0.1％） 46,006（17.5％） 137,463（52.2％） 263,141
1980 2,218（0.1％） 50,258（17.9％） 148,011（52.8％） 280,395
1981 2,264（0.1％） 53,994（19.1％） 148,458（52.5％） 282,886
1982 2,059（0.1％） 59,833（20.7％） 148,678（51.4％） 289,090
1983 1,994（0.1％） 63,495（21.1％） 156,601（52.2％） 300,299


















































































228 早稲田商学第 440 号
228
表２　海外おける救急車の料金制度




ニューヨーク 25,000 600/ マイル 公営・民営
サンフランシスコ 38,500 1,400/ マイル 公営
カナダ バンクーバー 4,000 なし 公営
イギリス ロンドン 無料 公営
フランス パリ 23,000 なし 民営
ドイツ フランクフルト 22,000～73,000 なし 公営






スペイン マドリード 11,000 なし 公営・民営














台湾 台北 無料 公営









インドネシア （バリ島） 1,000～3,600（走行距離による） 公営
タイ バンコク 3,400～4,300 民営
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